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まえがき 

 
平成２３年３月の東北地方太平洋沖地震を契機に、地方公共団体等では、被

害想定や地域防災対策の見直しが活発化しています。一方で、災害の想定が著

しく引き上げられ、従来の知見では、地方公共団体等は防災対策の検討が困難

な状況にあります。そのため、大学等における様々な防災研究に関する研究成

果を活用しつつ、地方公共団体等が抱える防災上の課題を克服していくことが

重要となっています。 
しかしながら、防災研究の専門性の高さや成果が散逸している等の理由によ

り、地方公共団体等の防災担当者や事業者が研究者や研究成果にアクセスする

ことが難しく、大学等の研究成果が防災対策に十分に活用できていない状況に

あります。 
また、防災分野における研究開発は、既存の学問分野の枠を超えた学際融合

的領域であることから、既存の学部・学科・研究科を超えた取組、理学・工学・

社会科学等の分野横断的な取組や、大学・独立行政法人・国・地方公共団体等

の機関の枠を超えた連携協力が必要であることや、災害を引き起こす原因とな

る気象、地変は地域特殊性を有することから、実際に地域の防災に役立つ研究

開発を行うためには、地域の特性を踏まえて行うことが必要であること等が指

摘されています。 
このような状況を踏まえ「地域防災対策支援研究プロジェクト」では、全国

の大学等における理学・工学・社会科学分野の防災研究の成果を一元的に提供

するデータベースを構築するとともに、大学等の防災研究の成果の展開を図り、

地域の防災・減災対策への研究成果の活用を促進するため、二つの課題を設定

しています。 
 
① 研究成果活用データベースの構築及び公開等 
② 研究成果活用の促進 

 
本報告書は「地域防災対策支援研究プロジェクト」のうち、「②研究成果活用

の促進」に関する、平成２６年度の実施内容とその成果を取りまとめたものです。 
 
「研究成果活用の促進」のため、本業務では「科学的・社会的好奇心を刺激する自

発的減災活動の推進」をテーマとし、具体的には、過去 8 年にわたる愛媛大学防災

情報研究センターが愛南町で実施してきた地震工学・社会心理学面での研究成

果と防災・減災活動を集約し、愛南町における科学的・社会的好奇心を刺激す

る自発的減災活動パッケージのプロトタイプを 3 年間で確立することを最終目

標としています。そのために、(1)コミュニティー内のリスクセンスの分布と自

己の位置を知ることで心理的な「共有」と「納得」を得ることを目的とした防

災意識調査とリスクセンス調査によるリスクセンスの変化測定、(2)災害に対し

て「わがこと」意識を醸成することを意図した地域災害体験談ウェブの開発、



 
 

(3)各種ハザードマップの収集・総合と統合ウェブ開発、行政によるハザードマ

ップを科学的に参照できるようにすることを意図した(4)微動観測による集落ご

とのゆれやすさマップ作成及び(5)全小中学校等に整備・設置した学校地震観測、

そして、以上の成果を広く共有するために、(6)集落単位での自主減災ワークシ

ョップを実施します。 
以上から構成される実施項目を総合することで、(7)自主減災活動パッケージ

のプロトタイプの開発を実現しようとするものです。 
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１．プロジェクトの概要 

 
事業実施機関：愛媛大学防災情報研究センター 
題 目 名：科学的・社会的好奇心を刺激する自発的減災活動の推進 
対象地域：愛南町 
対象災害：地震津波災害等 
事業期間：平成 25 年 11 月～平成 28 年 3 月(2 年 5 か月) 
 
背  景： これまで、国や自治体は多くの防災情報を国民・住民に与え、低調とは言え、

学校や地域では防災教育・防災訓練などが行われてきて、知識や体制は形式的には大きく

進歩し、最低限の体制は整えられてきた。それにも関わらず、耐震診断・耐震補強、地震

保険、災害時避難の対策割合は、極めて低い。科学技術の面のみならず、社会面や科学面

の双方で社会心理学的なアプローチが欠かせないと思われる。 
 
目  的： 過去 8 年にわたる愛媛大学防災情報研究センターが愛南町（人口約 24,000 人）

で実施してきた地震工学・社会心理学面での研究成果と防災・減災活動を集約して、自発

的減災活動を推進することが目的である。「納得」と「共有」を基調にして、社会的好奇心

と科学的好奇心の両方を刺激することで、多世代にわたる継続的な学校教育・社会教育双

方の防災教育と地域防災活動を活性化することが目標である。 
 
実施内容： 
(1)防災意識調査とリスクセンス調査によるリスクセンスの変化測定、 
(2)災害に対する「わがこと」意識の醸成を意図した地域災害体験談ウェブの開発、 
(3)各種ハザードマップの収集・総合と統合ウェブ開発、 
(4)微動観測による集落ゆれやすさマップ作成、 
(5)全小中学校等に整備・設置した学校地震観測、 
(6)集落単位での自主減災ワークショップ（WS）、 
(7)自主減災活動パッケージのプロトタイプの開発 

  

A リスクセンスの変化測定

B 地域災害体験談ウェブ C ハザードマップの統合ウェブ

D 集落ゆれやすさマップ

E 小中学校地震観測

F 自主減災ワークショップ

G 自主減災活動パッケージ

社会的好奇心 科学的好奇心

図-1 プロジェクト「科学的・社会的好奇心を刺激する自発的減災活動の推進」の構成 
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見込まれる成果： 防災意識調査などによる自己のリスクセンスを集落住民群での位置とし

て認識できることや認識により態度が変容することが認識できるようになること、災害体

験談による災害特性の主観的認識を深められること、自分の地区でのハザード（ゆれ）特

性が客観的に認識できること、それらを総合する自主減災ワークショップを集落ごとに開

催できるような自発的減災の意識の醸成と道具の開発である。 
 
注：このプロジェクトを、愛南町の立場から見たときの位置づけを考えてみる。愛南町で

は教育振興基本計画（2010 年 4 月）の中で防災教育を一つの柱と位置づけるため「愛南

防災教育の展開」（2009）が作成・合意されていた（図-2）。そこで想定されていた「義務

教育課程での防災教育プログラムの開発・展開」は、防災教育の標準カリキュラムを作成

し、防災教育指定校制度を推進するなど、2010 年度以降に進展を見せている。一方、「社

会教育における防災教育プログラムの開発・展開」は、防災教育メニューを開発し、それ

に見合った教材を開発して、展開のためのパッケージ化を目指すと標榜しながら、2010
年度以降全く着手されていなかったという現状であった。この現状を打破し、愛南町の地

域防災対策として、「社会教育における防災教育プログラムの開発・展開」を支援する手段

として、当プロジェクトは位置づけられることが合意されて開始された。 

 

図-2 愛南防災教育の展開（2009 年） 教育振興基本計画（2010 年 4 月）に先がけて 
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２．実施機関および業務参加者リスト 

 

実施機関と業務参加者のリストは下掲するが、その関係は図-3 に示す通りであり、それ

は、図-2 に示した愛南防災教育の枠組みを反映している。 

 

所属機関 役職 氏名 担当業務 

愛媛大学防災情報研究センター 准教授 森 伸一郎 業務主任者 
愛媛大学防災情報研究センター 准教授 羽鳥 剛史 3.6、3.7 
愛媛大学防災情報研究センター 助教 ネトラ バン

ダリ 

3.2、3.3 

愛媛大学工学部 技術職員 河野 幸一 3.4、3.5 
愛媛大学防災情報研究センター センター長・教授 矢田部 龍一 3.8 
愛媛大学防災情報研究センター 准教授 二神 透 3.8 
愛媛大学工学部 契約事務補佐員 疋田 聡子 業務主任者補佐 
愛媛大学工学部 契約事務補佐員 吉田 奈緒美 業務主任者補佐 
愛媛大学大学院理工学研究科 博士後期 3 年生 ラトナ トヤ

ナ 

3.4 

愛媛大学工学部 学部 4 回生 板岡 恭平 3.1 
愛媛大学工学部 学部 4 回生 西村 尚高 3.4 
愛媛大学大学院理工学研究科 博士前期 1 年生 曽我部 蓮 3.7 
愛媛大学大学院理工学研究科 博士後期 2 年生 ヌ ル ・ ア ミ

ラ ・ ビ ン テ

ィ・アリアン

ス 

3.3 

（以下、業務協力者）    
愛南町教育委員会学校教育課 課長 濱田 庄司 3.8 
愛南町教育委員会学校教育課 課長補佐 中尾 茂樹 3.1、3.3、3.5、

3.7、3.8 
愛南町教育委員会学校教育課  近平 高宜 3.5 
愛南町教育委員会生涯学習課 課長 森口 勉 3.8 
愛南町教育委員会生涯学習課 課長補佐 猪野 博基 3.6、3.7、3.8 
愛南町防災対策課 課長 吉村 隆典 3.6、3.8 
愛南町防災対策課 課長補佐 中道 泰生 3.1、3.2、3.3、

3.6、3.7、3.8 
愛南町愛南町立福浦小学校 校長 木原 要子 3.8 
愛媛県教育委員会保健体育課 課長 近藤 正典 3.8 
愛媛県教育委員会保健体育課 

教育指導 G 

係長 友澤 義弘 3.1、3.6、3.8 

愛媛県教育委員会生涯学習課 係長 佐藤 郁子 3.8 
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成人教育係 

愛媛県危機管理課 課長 中久保 憲彦 3.8 
愛媛県危機管理課 主幹 岩倉 亨 3.3、3.8 
国土交通省四国地方整備局 

大洲河川国道事務所 

副所長 加藤 邦寛 3.3、3.8 

(株)芙蓉コンサルタント 技術本部長 須賀 幸一 3.2、3.3、3.8 
(株)愛媛建設コンサルタント 代表取締役 神野 邦彦 3.4、3.5、3.8 
兵庫県立大学防災教育センター センター長 室崎 益輝 3.8 
松山大学人文学部社会学科 准教授 森岡 千穂 3.1、3.8 
愛南町教育委員会久良公民館 館長  本多 祐三 3.6 
愛南町教育委員会久良公民館 主事 宮崎 茂 3.1、3.6、3.7、

3.8 
久良自主防災会 久良代表地区長 

（大寿浦地区区長） 

浦川 憲恵 3.1、3.6 

久良自主防災会 副会長 

（真浦地区区長） 

幸田 正也 3.1、3.6 

久良自主防災会 副会長 

（日土地区区長） 

土居 矢次 3.1、3.6 

久良自主防災会 副会長 

（新浦地区区長） 

中川 正三 3.1、3.6 

久良自主防災会 副会長 

（西真浦地区区長） 

本多 計清 3.1、3.6 

愛南町立久良小学校 校長 若田 正 3.1、3.5、3.6 
愛南町立久良小学校 ＰＴＡ会長  中道 泰生 3.6 
愛南町教育委員会緑公民館 館長  飛田 徹 3.6 
愛南町教育委員会緑公民館 主事  飯田 英功 3.1、3.6、3.7、

3.8 
緑自主防災会 緑代表地区長 

（大道上地区区長） 

木村 俊介 3.1、3.6 

愛南町立緑小学校 校長  二宮 泰介 3.1、3.5、3.6 
愛南町立緑小学校 ＰＴＡ会長  大下 正徳 3.6 
愛南町立緑保育所 グリーンクラブ会長 西口 直子 3.6 
愛南町教育委員会城辺公民館 館長（課長：城辺管

区公民館統括） 

藤井 求 3.6、3.8 

愛南町立城辺中学校 校長 宮本 裕司 3.1、3.5、3.6、
3.8 
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実施機関と業務参加者の関係（図-3）  

 

図-3 実施機関と業務参加者の関係 
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３．成果報告  
３．１ 防災意識調査とリスクセンス調査によるリスクセンスの変化測定（A） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・コミュニティー内のリスクセンスの分布と自己の位置を知ることで心理的な「共有」

と「納得」を得ることを目的とした防災意識調査とリスクセンス調査によるリスク

センスの変化を測定する。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・初年度に引き続き、リスクセンス調査*と防災意識調査*をそれぞれ年度の前半と後

半に実施する。昨年度選出した被験者を対象に、調査実施、分析実施、結果の報告

などは、2 地区で同様に実施する。対象者は 140 名の被験者であり、久良（ひさよ

し）地区と緑（みどり）地区の 2 地区で、10 才階層に分け、各年齢階層で男女各 5
名、合計 70 名（地域当たり）である。少子高齢化で 60 歳以上の住民が多い中、し

かも自主防災活動が 60 歳以上の住民が中心となる中、各世代から均等に対象者を

選んでいる。（図-4）  
・分析結果を集落のワークショップで報告して、代表的な質問をワークショップとし

て実施し、態度変容を計量する。また、初年度の計量の差でリスクセンスの変化を

測定する。 
・コミュニティー内のリスクセンスの分布と自己の位置を知ることで心理的な「共有」

と「納得」を深めること、リスクセンスの変化を測定するのが今年度の成果目標で

ある。 
*本事業においては、災害のリスクに向かう際の態度決定や行動選択のセンスをリスク

センスと称している。防災意識調査とリスクセンス調査は、リスクセンスとその変

化を測定しようとするものである。前者は災害リスクそのものに対する意識の計量

を意図するものであるのに対して、後者はリスクとコストの関係を計量することを

意図しており、より現実的な状況下を対象としている。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

（以下、業務協力者） 

愛南町防災対策課 

愛南町教育委員会学校教育課 
愛媛県教育委員会保健体育課教育

指導 G 
松山大学人文学部社会学科 
愛南町教育委員会久良公民館 

准教授 

 

課長補佐 

課長補佐 
係長 

 

准教授 

主事 

森 伸一郎 

 
中道 泰生 
中尾 茂樹  

友澤 義弘 
 
森岡 千穂 
宮崎 茂 
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久良自主防災会 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
愛南町立久良小学校 
愛南町教育委員会緑公民館 
緑自主防災会 
愛南町立緑小学校 
愛南町立城辺中学校 

久良代表地区長 

同副会長 

同副会長 

同副会長 

副会長 

校長 

主事 

緑代表地区長 

校長 

校長 

浦川 憲恵 
幸田 正也 
土居 矢次 
中川 正三 
本多 計清 
若田 正 
飯田 英功 
木村 俊介 
二宮 泰介 
宮本 裕司 

 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・昨年度、本事業用に開発した地震防災意識調査アンケート（年齢、性別、住所など

の属性を除き 40 問、A4 版 4 ページ）（図-5）を用いた。また、リスクセンス調査に

ついては、質問票を新たに作成した。当初、過去に実施してきたリスクとコストの

関連に関する設問と日常生活場面でのリスク認知レベルを探る設問（傘を持つ降水

確率、車道横断の際の横断歩道まで移動する受忍距離など）を組み合わせて調査票

を再構成する予定であった。しかし、難しすぎたり、地域生活にそぐわなかったり

（横断歩道を渡ることがない等）していたこと、それに加えて心理尺度としての妥

当性を強く求められたためである。新たに開発したリスクセンス調査票は、健康・

日常生活リスク、自然災害リスク、科学リスク、政治リスク、一般リスクに関する

関心・知識・態度・対策行動、心理健康、認知バイアス耐性に関するもの 12 項目、

80 問である。（図-5）8 月下旬に調査票を配布し、9 月初旬に回収した。 
・分析結果を、ワークショップにおいて参加者に配布して解説した。また、後述の「あ

いなん減災カルテ」の中に、減災バロメータとして包括して示した。 
・地震防災意識調査については、昨年度に続き 2 回目であり、地震防災意識（自分の

想定する地震の規模や自宅の地震被害などの災害リスク認知）の変化を計量した。 

 

図-4 久良・緑 2 地区の年齢別住民数の頻度分布 
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図-5 地震防災意識調査票（アンケート用紙）の一部 

図-6 リスクセンス調査票の一部 
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(b) 業務の成果 

・昨年度の地震防災意識調査の分析結果を基に、以下のことがわかった。これらのこ

とは今年度の調査結果ででも確認できた。 
① 久良地区（海岸部）と緑地区（内陸部）の特性が違っても主観ハザード認知（想

定する地震の規模）の分布は酷似していた。 
② 久良地区は津波被害が念頭に、緑地区はゆれ被害が念頭にあるなどのリスクに

地域特性が現れた。 
③ ハザードが似ていても、自宅の災害（危害という意味でのリスク）になると、

大きく異なる。津波と地震の分離が必要である。 
④ ハザードとリスクの関係からはハザードに比べて見込まれるリスクの大きさ

は、津波で小さめ、ゆれで大きめの評価となって現れた。これは、東日本大震

災の際の津波の高さが相当に大きく、相対的に小さいハザードに対してリスク

を過小評価しているという主観的予測過誤が生じているのに対して、ゆれにつ

いては東日本大震災でのゆれ被害の報道の少なさと巨大南海地震のゆれの大

きさから過大評価につながっている可能性が考えられる。この推察が妥当であ

れば、まさに東日本大震災が代表性ヒューリスティックとして利用されており、

したがってハザードとリスクの対応学習が必要であると思われる。 
⑤ 地震津波対策への態度は、リスク認知とは逆で、久良地区ではリスク認知が高

いが対策への態度は低く、緑地区ではリスク認知は低いが対策への態度は高い。

これが、地区の地勢・文化によるのか、防災活動によるのかは不明である。 
 

・今年度、地震防災意識調査は 2 回目であり、昨年度からの変化が計量できた。図-7
に全選択における緑地区の平均値の変化を例示する。選択肢の番号はそれぞれ選択

肢ごとに順位尺度となっているが選択肢で意味は異なる。この図から以下のことが

わかった。地区平均は 40 項目を通じてほとんど同じであり、大略、意識が大きく変

わったということはなく安定した結果である。しかし、細かく見ると、地区平均像

にも様々な変化が読み取れる。 
⑥ 地震津波対策への態度は、リスク認知とは逆で、久良地区ではリスク認知が高い

が対策への態度は低く、緑地区ではリスク認知は低いが対策への態度は高い。こ

れが、地区の地勢・文化によるのか、防災活動によるのかは不明である。地震災

 

図-7 地震防災意識調査における 2013 年度と 2014 年度の比較（緑地区平均） 



 
 

10

害リスク認知に関わる問 4,7,9,13,14 で低下し、津波高さ（4）、人的被害（7,9）、
町全体の被害（13,14）の想定が低下した（図-8 に例示）。これは、原因として東

日本大震災後に過度に向上したリスク不安が解消していることによるのか、災害

に関する学習による効果であるのか、いずれかであると考えられる。想定として

は、平均的には適切な方向への変化である。 
⑦ また、問 37,38,39,40 でも低下している。問 40 はハザードマップで見た想定津波

高さであり、大きく下がっている。これは問 5 と深く関連し、自分の想定とハザ

ードマップによる根拠付けの関係を確認するための設問であったが、ハザードマ

ップによる確認がなされたためであると考えられる。すなわち、学習の効果であ

ると理解できるが、ハザードマップが信念確証のために使われた結果であるとの

見方もできる。 
⑧ 問 39 は、ハザードマップで見た自宅周辺の震度を尋ねたものであるが、わからな

いが減り、震度 5 強、6 弱の適切な回答が増えてはいるが、同時に 5 弱未満の不適

切回答も増えている（図-9）。ハザードマップを適切に利用できているとは言いが

たいことがわかった。津波リスクのわかりやすさに比べてゆれのハザードがどの

 

 

(13) 想定する南海地震で，愛南町の全壊建物は何棟程度だと思いますか？ 

図-8 愛南町内の全壊建物の個人的想定の変化（緑地区） 

図-9 ハザードマップで見た自宅周辺の想定震度の変化（緑地区） 

(39) これまでに見た地震情報や防災マップでは，自宅周辺の想定震度はどの程度ですか？ 
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ように災害リスクにつながるのか理解しにくいものと考えられる。 
⑨ 問 37,38 は転倒落下防止対策行動と防災訓練・行事参加行動の程度を尋ねたもの

である。いずれも対策行動を全く取っていなかった人数が約 4 割減り、対策行動

を取ったものが約 4～5 割増えた。対策行動の負荷の違いにもかかわらず行動者数

が増えたのは、防災の効果が上がったことを如実に表している。図-10 に転倒防

止・落下防止などの対策行動の変化（緑地区）を示すが、程度の違いはあれ、防

止行動を新たにとった人の変化が読み取れる。 
⑩ 問 20,21（耐震性のある住宅の割合）はポイントが上がっている。自宅周辺、全国

での耐震性が十分であると思う住宅の割合が向上している。これは、昨年度のワ

ークショップや防災フォーラムでの成果報告と講習による結果であると思われる。

しかし、全国と自宅周辺についてその分布は大局的には似ていること、平均は 3
から 3.3（30%から 33％）に変化しており、70%という公称値には差がある。ただ、

公称値では非居住住居は除外してあることから必ずしも外れているとは言えない。 
⑪ 地区の平均像と内訳について示してきたが、同様のことは各個人でも視覚化でき

る。図-11 に緑地区の某男性の 2 回の調査の変化を示す。問 7～14（地震の被害）

で低下（リスク認知が低下）し、問 20～21（家屋の耐震性）で低下（リスク認知

が低下）していることが一目でわかる。 

 

 

図-10 転倒防止・落下防止などの対策行動の変化（緑地区） 

図-11 地震防災意識調査における 2013 年度と 2014 年度の比較（緑地区某男性） 
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・次に、リスクセンス調査の成果について述べる。図-12 に全 80 項目の地区内平均値

の分布を示す。緑（70 名）・久良（68 名）の 2 地区に加えて、比較のために別途行

った愛媛大学学生（防災工学受講生 42 名）に対する調査結果も併せて示している。 

・前半の 44 問は、健康・日常リスク（病気、ガンや生活習慣病、交通事故などの日

常生活上の危険、食品の危険）、自然災害リスク、科学技術リスク、政治関連上位リ

スクなど、様々なリスクに関する日常からの関心、保有している知識、普段からの

対策に対する心がける態度、普段からの対策行動について尋ねている。地震防災へ

のリスクと他のリスクに対する感覚を比較・対応づけることを意図している。どの

リスクに対しても関心は高いが知識・態度・対策行動については相対的に低い傾向

があり、わずかではあるが、知識・態度・行動と負荷が大きくなるほど低くなって

いることがわかる。また、どの項目も久良と緑で大きな差がない。学生は、知識で

は成人と同じであるが、知識・態度・行動ともに有意に低く、社会的成人になって

からこれらが発達するものと考えられる。 
・問 45～55 の 11 問は、自律性、環境制御性、個人的成長、他人との積極的関係、人

生の目的、自己受容の６尺度の程度を測定するように構成された Ryff (1989)による

心理的な健康度を評価する尺度である。6×14=84 の設問より 11 を抜粋した。これ

らを組み入れたのは、リスク認知能力、対リスク強靱性、リスクコミュニケーショ

ンなどと深い関わりを持つと想定されるためである。 
・問 56～69 はリスク認知であり、前半は恐怖性、後半は未知性に着目して、病気、

老化、火事、豪雨、地震、原発災害などのハザードに着目して尋ねている。これは

リスク認知研究の Slovic（1981）の研究成果に準拠したものであり、地震災害リス

 

図-12 リスクセンス調査の全質問選択肢の平均（緑地区・久良地区、学生集団の比較） 
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ク以外のリスクに対する認知との関係を認識することによって回答者がリスク感性

を自己認識することを意図している。これらについては、2 地区で概ね大差ない。

また、恐怖性はあるが、未知性はあまり認められない。原発事故は未知性が相当高

いが、福島第一の事故火事と地震で高く、豪雨と病気が続き、原発事故はそれらに

続き、老化は最も低い。2 地区で差があるのは、老化は久良が高く、豪雨は緑が高

いことであり、リスク意識に地域性を反映しているのかもしれない。病気・老化の

リスク認知（57,58,59）は久良が、火事のリスク認知は緑が高い。しかし、他は変

わらない。平均値が大きいものがあるが、標準偏差（SD）を加えて最高点は超えて

おらず、天井効果は見られない。 
・以上の結果から、リスクセンス調査は新たに開発したために今年度の変化計量はで

きないが、大半の問で 2 地区間での平均値が同様の傾向を示しており、安定した結

果を得られたことから、来年度の計測で変化が計量できる見通しを得られた。 
・個人の結果が、地区住民の中でどのような位置に来るのかは、80 の設問を 7 つのバ

ロメータとしてまとめて、減災カルテとして個人に配布して、コミュニティーない

での自己の位置を確認できるようにした。（後述） 
・後述するように、地震防災意識調査とリスクセンス調査を併せて、リスクセンスと

その変化を減災バロメータとして数値化し、被験者住民に配布してワークショップ

で話し合いを持った結果、コミュニティー内のリスクセンスの分布と自己の位置を

知ることを経験し、心理的な「共有」と「納得」を深めることができ、今年度の成

果目標を達成できた。 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 

・平成２６年度業務目的は、すべて達成できた。しかし、リスクセンス調査については、

被験者住民の興味を大きく呼ぶことができた結果、そのあり方を高精度化すること、

わかりやすく使いやすくすることが強く要望された。次年度は、今年度の様式で継続

する事によりリスクセンスや防災行動の変化を計量することを達成するとともに、次

年度以降に全町に展開することが期待され、そのために発現した住民からの改善要望

に応えるために抜本的な改訂を企画していきたい。また、ハザードマップでは津波浸

水については理解度が高かったが、ゆれのハザードマップは理解・利用ができていな

い現状が明らかとなったので、ハザードマップやゆれやすさマップなどを用いた地区

住民講習会（減災講習会）を新たに実施する必要がある。 
 
(d) 引用文献 
1)  Paul Slovic, Baruch Fischhoff, and Sarah Lichtenstein (1981) ,"Facts and Fears: 
Societal Perception of Risk", in NA - Advances in Consumer Research Volume 08, eds. 
Kent B. Monroe, Ann Abor, MI : Association for Consumer Research, Pages: 497-502. 
2)  Ryff, C. D. 1989 Happiness is everything, or is not?: Explorations on the meaning 
of psychological wellbeing. Journal of Personality and Social Psychology, 57, 
1069-1081. 
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３．２ 地域災害体験談ウェブ開発（B） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・災害は、住民各自はめったに経験するものではなく、主にマスメディアで接するこ

とが多く、そのため「ひとごと」のように感じるのが普通である。一方で、災害体

験談は、マスメディアによる情報とは異なり、個人の経験を個人のことばで語られ

たものであり、ものがたりとして感情に強く訴えるため、心に残るものと考えられ

る。そのような体験談に地域の地名が出てきたり、地域のことばで語られたりする

ことに「わがこと」意識が醸成されることが期待できる。愛南町では、事業代表者

が主導的に関与した愛南町の 3 箇年にわたる事業で、すでに過去の町内の災害体験

談が収集・蓄積されている。この地域災害体験談に触れることにより、災害に対し

て「わがこと」意識を醸成できるしくみを構築することが、この業務の目的である。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・初年度に引き続き、これまで愛南町で収集・蓄積してきた地域災害体験談集より、

対象 2 集落分以外についてもさらに Google Earth、Google Map などのウェブに登

載する。また、対象 2 集落についてウェブ掲載の承諾を得る手続きについて検討し、

愛南町発刊体験談集に掲載されたもの以外の収集済み体験談の掲載を目指す。また、

他の地区についても登載の準備を行う。 
・発刊体験談集掲載の体験談を対象 2 集落以外についてもウェブ掲載すること、未発

刊の体験談のウェブ掲載承諾手続きを作成することが今年度の成果目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

（以下、業務協力者） 

愛南町防災対策課 

(株)芙蓉コンサルタント 

准教授 

助教 

 

課長補佐 

技術本部長 

森 伸一郎 

ネトラ・バ

ンダリ 
中道 泰生 
須賀 幸一 

 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・平成 26 年 3 月に発行された愛南町災害体験談集に掲載の全 36 話を、統合ウェブに

掲載し、インターネットを介して、ウェブ地図から参照して、パソコンやスマート

フォンで pdf 化された体験談を閲覧できるようにした。体験談がいつでもどこでも

閲覧できることを愛南町住民（企画会メンバー）が確認し、「わがこと」意識が醸成

できるしくみを構築できる可能性を提示した。 
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(b) 業務の成果 

・Google Map を組み込んだ愛媛大学防災情報研究センター内のサーバーに対象にし

たプラグインソフトを導入して（図-13）、pdf 形式の体験談をウェブ地図から参照

できるように、登載できることを確認した。 

・愛南町災害体験談集が平成 26 年 3 月に発行され、公開を前提に編集された全 36 話

を一話ごとの pdf ファイルに分割して、体験談の位置を特定して kml ファイルを作

成して、ウェブに登載した。体験談集は、3 箇年で延べ 1605 名の児童生徒により聞

き取られた災害体験談 1814 話から地域や災害の特性を考慮して、143 話について専

門家による聞き取り調査が行われ（表-1）、36 話の災害体験談集（表-2）としてま

とめられたものである。（図-14）  

 

 

図-13 防災情報データベースとプラグインによるウェブ登載 

必要防災情報データ
の収集

土砂災害情報

地震防災情報

津波防災情報

洪水災害情報

写真・体験談等

愛媛大学防災情報研
究センター内サーバー

• ＧＩＳ加工
• 座標変換
• ＫＭＬデータ変換

• 県別データ加工
• 地域別データ加工
• 市町村別データ加工

ユーザー

ベースマップ
Google Map

表-1 専門家による災害体験談聞き取り調査一覧表 
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表 -2 愛南町災害体験談集（2014）に掲載された災害体験

図-14 愛南町災害体験談集（2014）の体裁 
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・図-15 は愛南町災害体験談ウェブでの分布と第 20 話のフラッグをクリックした状態

の画面表示であり、図-16 は災害体験談の第 20 話を表示したものである。 

 

図-15 愛南町災害体験談集ウェブでの体験談分布 

図-16 災害体験談の第 20 話を表示したもの 
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・図-17 はスマートフォンでの操作を確認したものである。これにより、インターネ

ットで接続したパソコンがなくても閲覧できることが実現できた。 
 

(c) 結論ならびに今後の課題 

・地域の災害体験談をウェブに登載し、それを読むことで「わがこと」意識を醸成で

きるしくみを構築する平成２６年度の目標は達成された。次年度以降は、このよう

な環境で地元の災害体験談を読むということが住民にどのように受け止め、それが

減災活動にどのようにつながるのかを検証することが必要である。 
 
 

(d) 引用文献 
1) 愛南町（防災対策課）：今語り継ぐ、愛南町の災害体験談 ～子や孫へ～，199p.，2014.3. 

 

図-17 スマートフォン（事業代表者）での操作を確認したもの 
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３．３ 各種ハザードマップの収集・総合と統合ウェブ開発（C） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・科学的好奇心に基づいて事前に災害情報を得るには、災害に関するリスク情報であ

るハザードマップ（HM）が簡便で最適である。HM から、様々な災害リスクを併

せ考えて災害のリスクセンスを養うことが重要であり、そのための道具を提供する

のが本業務の目的である。この事業では、各種ハザードマップ（地震のゆれ、液状

化、津波浸水、洪水浸水、土砂災害、高潮浸水、ため池などの公的ハザードマップ、

及び小中学校で過去に作成した「防災きけんマップ」等）を収集・整理する。公的

ハザードマップについては、デジタル媒体で提供を受けられるものを整理し、可能

なものから、対象 2 集落分を Google Earth、Google Map などのインタラクティブ

な提示が可能なウェブに登載する。小中学校の児童生徒が作成してきた防災きけん

マップについては取り扱い方法を検討する。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・初年度に収集した各種ハザードマップ（地震のゆれ、液状化、津波浸水、洪水浸水、

土砂災害、高潮浸水、ため池などの公的ハザードマップ、及び小中学校で過去に作

成した「防災きけんマップ」等）は、現状のデータ形式（アナログ、デジタル）に

合わせたウェブ掲載のためのデジタル化の方策を検討し、マップ種別ごとにデジタ

ル化の方策を決める。なお、防災きけんマップについては、全町の小中学校での現

状調査を行い、昨年度に引き続き収集・整理する。 
・マップ種別ごとにデジタル化の方策を確立すること、全町の小中学校の児童生徒作

成のハザードマップの現状一覧を作成することが今年度の成果の目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

 

愛媛大学大学院理工学研究科 

 

 

 

（以下、業務協力者） 

愛南町教育委員会学校教育課 

愛南町防災対策課 

愛媛県危機管理課 

国土交通省四国地方整備局大洲河

准教授 

助教 

 

博 士 後期 2

年生 

 

 

 

課長補佐 

課長補佐 

課長補佐 
副所長 

森 伸一郎 

ネトラ・バ

ンダリ 

ヌル・アミ

ラ・ビンテ

ィ・アリア

ンス 
 
中尾 茂樹 
中道 泰生 
岩倉 亨 
加藤 邦寛 
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川道路事務所 

(株)芙蓉コンサルタント 
 
技術本部長 

 
須賀 幸一 

 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・愛媛県地震被害想定の地震のゆれと津波浸水、地すべり、危険斜面などを Google 
Map を用いたハザードマップ統合ウェブ、Google Earth にデータを登載し、愛南

町全域のハザードマップについてインターネットを介して閲覧できるようにした。 

 

図-18 Google Earth で見た津波浸水と僧都川洪水と危険斜面のハザードマップ

（上：愛南町全域／斜め、下：久良地区） 

緑地区 

久良地区 

久良地区 

久良小学校 



 
 

21

 
(b) 業務の成果 

・愛媛県地震被害想定の地震のゆれと津波浸水、地すべり、危険斜面などを Google 
Map を用いたハザードマップ統合ウェブ、Google Earth にデータを登載し、愛南

町全域のハザードマップをインターネットを介して閲覧できるようにした。図 -18 
に Google Earth で見た津波浸水と僧都川洪水と危険斜面のハザードマップ（上：愛

南町全域／斜め、下：久良地区）を示す。 
・図-19 に Google Map を用いたハザードマップ統合ウェブのポータルサイトを示す。 

 

図-19 Google Map を用いたハザードマップ統合ウェブのポータルサイト 

図-20 愛媛県地震被害想定の震度マップ（南海トラフ巨大地震：基本ケース） 
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・データ加工の手間が多い種類の HM については、久良地区・緑地区を優先して開発

した。元データでは愛媛県全域が一つのファイルになっており、パソコンで表示す

るのが不可能なサイズ（数十 GB）であり、分割作業に大幅な時間を費やした。図-20
に愛媛県地震被害想定の震度マップ（南海トラフ巨大地震：基本ケース）を示す。

また、図-21 に同じく愛媛県地震被害想定の震度マップ（南海トラフ巨大地震：基

本ケース）の久良地区の拡大図を愛媛県報告書の当該地区拡大図と併せて示す。再

現されてはいるが、オレンジ色の発色が芳しくなく、色について修正が必要である。 

 

図-21 愛媛県地震被害想定の震度マップ（南海トラフ巨大地震：基本ケース） 
の久良地区の部分（上：統合ウェブ、下：愛媛県報告書） 
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・昨年度、愛南町内学校の作成した「防災安全マップ」の作成状況（表-3）を整理

した。今年度、収集しようとしたが、奥に収納されていたり、行方知れずとなった

りして、福浦小学校の受賞３作品を除き、受賞した作品ですら、町内で共有されて

いないことがわかり、統合ハザードマップウェブでの支援が潜在的に有効であるこ

とがわかった。 
 
表-3 平成 25 年度 愛南町各学校の防災安全マップ作成状況（平成 26 年 3 月調べ） 

学校名
２５年度
にも作成
し活用

既年度に
作成した
ものを活

今まで作
成したこ
とがない

備考

家串小 ○
柏小 ○ 2011/2防教指定校
中浦小 ○ コンクール金賞受賞
平城小 ○
菊川小 ○
長月小 ○
城辺小 ○
緑小 ○ 2013/4防教指定校
僧都小 ○
久良小 ○
東海小 ○ コンクール受賞校
一本松小 ○
福浦小 ○ 2013文科大臣賞
船越小 ○
篠山小 ○
内海中 ○ 2011/2防教指定校
御荘中 ○
城辺中 ○
一本松中 ○
篠山中 ○
幼稚園 － － －  

 

図-22 福浦小学校の防災安全マップの事例 
（左：2013 年度文部科学大臣賞受賞、右：2014 年度文部科学大臣賞受賞） 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

・愛南町内の各種ハザードマップの収集リストを作成し、対象 2 集落分については、

愛媛県地震被害想定による地震のゆれ、危険斜面などを統合ウェブに登載できた。

また、津波浸水は Google Map を利用した統合ウェブ用のデータ加工が間に合わず、

Google Earth を用いて実現し、僧都川の洪水氾濫浸水についても併せて示した。し

たがって、今年度の目標は達成できた。 
・次年度は、愛媛県地震被害想定のゆれマップ、被害リスクマップなどを、今年度最

後にたどり着いたように、データセットの分割作業を進め、全域の登載を目指した

い。また、学校の「防災安全マップ」についてはデジタル写真での収集を進め、ア

ーカイブ化して統合ウェブに登載するようにしたい。 
 

(d) 引用文献 
1) 愛媛県：愛媛県地震被害想定調査報告書、1/2 および 2/2、2013.12. 
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３．４ 微動観測による集落ごとのゆれやすさマップ作成（D） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・一般に、地震のゆれに関するハザードマップは、初期では 500m～1km の格子状ま

たは微地形ごとにゾーニングされていた。最近では 250m 格子が多い。その中でも、

名古屋市では平成 16 年に東南海・南海地震のゆれの予測を約 50m 四方の格子で提

供しており 1)、住民の意識向上などの観点からは注目に値する。これは、住民の耐

震診断・耐震改修の促進や小中学校での防災教育、地域での防災ワークショップな

どでの利用を目的としている 2)。自宅・自地域のゆれを「わがこと」として実感す

るのに有効な解像度であると考えられる。大都市の多くは大規模平野や大規模盆地

にある。そのようなところで 50m 格子により表現することが有効であるとしても、

小規模な平野や低地、あるいはリアス式海岸に沿う狭隘な低地では、路地一筋の違

いでゆれが異なることが考えられる。したがって、ゆれを「わがこと」として実感

できるとした 50m 格子やあるいは地形的な変化を反映させるためには、それ以上の

解像度で示すことが効果的であると考えられる。 
・内閣府は、中央防災会議が各主要想定地震に対する震度分布の推計を行った際に用

いたモデルに基づいて作成した「全国揺れやすさマップ」を 2005 年に公開した 3)。
「特にゆれやすい地域にお住まいの方には、家具の固定、住宅の耐震診断や耐震補

強などの対策を優先的に行うなど、日頃の地震への備えの参考としていただきたい」

として、住民の減災への啓発として位置づけている。 
・以上の背景から、小規模な平野・盆地やリアス式海岸の低地や崖錘地に住む愛南町

住民の科学的好奇心を刺激して減災行動を誘起することを意図して、「わがこと」意

識を喚起する地震災害リスク情報として、数 10m 間隔の微動観測を基にした「ゆれ

やすさマップ」を提示することを目的とする。 
 

*先行して実現された細密なハザードマップの試みと有用性を確認することは重要

である。そこで、ゆれやすさマップの有用性の傍証を共有する目的で、名古屋市で

の事例について福和・高橋より引用する。「住民の耐震診断・耐震改修を促進する

ことを主目的としており、小中学校での防災教育、地域での防災ワークショップや

DIG（災害図上訓練）などでの利用を念頭においている。このため、住民が揺れを

実感できるマップを高解像度で提示することが求められた。マップ作成に当たって

は、防災ボランティア、自主防災組織や一般住民などの利用者を中心とした委員会

が設置され、啓発に使えるハザードマップのあり方について中心に議論された。そ

の結果、各区ごとに A1 サイズで 50m メッシュのハザードマップを作成し、各戸

配布することになった。ハザードマップの表面には、図 1(d)に示したように、家の

輪郭も見える形で、震度、液状化危険度、土砂災害危険箇所、避難所などの情報が

書き込まれている。裏面には、啓発や教育に利用できる説明が A4 の紙面に分割し

て解説されている」 
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(b) 平成２６年度業務目的 

・対象 2 地区については、昨年度の原型作成に引き続き、マップを完成させるための

補充観測をしてゆれやすさマップを完成させる。また、今後展開を予定している地

区で小学校を通る測線での高密度な微動観測を実施し、地盤の卓越周期分布を得る。 
・対象 2 集落分についてのゆれやすさマップをワークショップに利用できるように完

成させることと別集落での 1 測線分の卓越周期分布を作成することが今年度の成果

の目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学工学部 

愛媛大学大学院理工学研究科 
愛媛大学工学部 
（以下、業務協力者） 
(株)愛媛建設コンサルタント 

准教授 

技術職員 

 

学部 4 回生 

 

代表取締役 

森 伸一郎 

河野 幸一 

ラトナ トヤナ 
西村 尚高 
 
神野 邦彦 

 

 
(2) 平成２５年度の成果 

(a) 業務の要約 

・対象 2 地区については、昨年度に考案・確認したマップ作成原理に基づき、昨年度

の微動観測結果に加え補充観測をしてゆれやすさマップを完成させた。また、今後

展開を予定している 6 地区で小学校を通る測線での高密度な微動観測を実施し（100
地点）、地盤の卓越周期分布を得た。 

・今年度の成果の目標は全て達成した。 

 

図-23 平成 26 年度までに観測した微動観測点 
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(b) 業務の成果 

・6 地区で小学校を通る測線での高密度な微動観測を実施し（100 地点）、地盤の卓越

周期分布を得た。（図-23） 
・HV スペクトル比の卓越周期の大きさに着目して、以下のように分類した。卓越な

し、もしくは 0～0.05 秒：岩盤または硬質地盤で岩盤からの増幅はない（水色）、0.05
～0.2 秒：軟質な一種地盤で増幅はわずか（黄緑）、0.2～0.6 秒：二種地盤（黄色）、

0.6～1.0 秒：三種地盤（赤色）として着色してマッピングした。また、地区ごとに

隣り合う測線で卓越周期の変化は地形変化点（遷緩線）を合わせると重なるかもし

くは相似となることが確認できたので、測線間は地形や等高線に沿うようにして、

着色ゾーンを補間した。（図-24）。 
・作図は、データを KML ファイル化するために作業性の良い国土地理院の「地理院

地図」（http://maps.gsi.go.jp）を利用した。ここで作られた KML ファイルは Google 
Map や Google Earth などと共有できる。 

 

 

図-14 久良地区（新浦 A：SRA 測線）の微動測線、卓越周期分布とゆれやすさマップ 

図-24 微動観測に基づくゆれやすさマップの作成原理と手順 

図-25 久良地区（全域）のゆれやすさマップ（国土地理院地図利用、右
下は愛媛県地震被害想定の震度マップ：点線枠内） 
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・図-25 に久良地区（全域）のゆれやすさマップ（国土地理院地図利用、右下は愛媛県

地震被害想定の震度マップ：点線枠内）を示す。愛媛県の震度マップでは真浦のごく

一部が震度 6 弱であるが、他は震度 5 強となっているのに対して、ゆれやすさマップ

では真浦の震度 6 弱よりやや広い領域で黄色になっているほか、木屋浦・日土の黄色

い部分は震度マップでは表現されていない。また、震度 5 強の領域でも、ゆれやすさ

マップでは、黄緑と水色で異なる着色されているところでも震度マップでは同じにな

っている。ゆれの違いが表現されており、体験談などの証言と整合している。 
・また、震度マップが 250m 講師である一方、ゆれやすさマップでは家の一軒一軒が判

別でき、細かな情報を提供できている。 
・図-26 に緑地区中心部と緑小学校周辺のゆれやすさマップを示す。中央の測線に沿っ

て構造線があり、そのせいで直線的にゾーンの境界が引いてある。 

 

 

図-26 久良地区（真浦周辺）のゆれやすさマップ 

図-27 緑地区中心部と緑小学校周辺のゆれやすさマップ 
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(c) 結論ならびに今後の課題 
・平成２６年度業務目的は、微動観測とゆれやすさマップの両方ですべて達成できた。

現状では、特段の課題は見当たらないが、マッピングでの補完方法を十分に検証して

おく必要がある。 
 

(d) 引用文献 
1) 国土地理院：地理院地図 http://maps.gsi.go.jp （2015 年 3 月 8 日閲覧） 
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３．５ 全小中学校等に整備・設置した学校地震観測（E） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・一般に、地震のゆれに関する情報は、平成の合併前の市町村で各 1 点あった自治体

震度計と気象官署の地震計を基にした気象庁からの地震後の震度情報が住民になじ

み深い。また、その他の地震動情報を入手することはないので、気象庁発表の震度

は観測地点周辺の代表値として理解されることが普通である。それに対してハザー

ドマップでは同一自治体内でもハザードやリスクが大きく異なることが多く、一般

の住民がそれらのギャップを感覚的に整合するように捉えるのは困難である。 
・異なる地盤による地震のゆれの違いは、異なる地盤をよく知っているか、もしくは

地盤の違いをすぐに確認できるか、ということがわかってはじめて科学的に認知す

ることが可能となる。地域住民にとって小学校は老若男女が共通に認知しやすい場

所である。自宅・自地域のゆれを「わがこと」として実感するのに有効である。 
・公的な地震観測と同じ地震計で観測されているという信頼感が期待できる。このこ

とは、ハザードマップを解釈し、科学的な認知を可能となることが期待できる。 
・以上の背景から、地震観測を身近に感じ、「わがこと」として、地盤によるゆれの違

いを理解し、ハザードマップを身近に解釈できる能力を育むために、小学校・中学

校での地震観測（学校地震観測）を実現させることが目的である。 
・この目的を実現させるために、小学校、中学校、公民館などに設置予定である愛南

町に配布済みの 36 台の地震計（震度情報ネットワークシステムの更新により廃棄

となった、それまで近隣の自治体で使われていた地震計）の内、20 台程度を対象に

計測可能な状態にして再利用し、地震計整備ワークショップを開催することで整備

を促進させる。設置については愛南町教育委員会・防災対策課が協力推進する。今

年度対象 2 集落において、設置して観測を開始する。小中学生による地震観測結果

報告会を愛南町内で 1 回開催する。各集落ワークショップでの小中学生による発表

（報告）の可否を検討し、可能な限り世代間共有を図るため実施する。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・小学校 15 校、中学校 3 校、公民館 15 棟などに設置予定である愛南町に配布済みの

29 台の地震計（震度情報ネットワークシステムの更新により廃棄となった、それま

で近隣の自治体で使われていた地震計）の内、昨年度整備した 20 台を基に学校地

震観測を推進する。対象 2 地区（久良小、緑小）に設置した昨年度に引き続き、設

置については愛南町教育委員会・防災対策課が協力推進し、次年度防災教育指定校

の小学校（長月、東海を想定）を中心として今後展開を予定している小学校におい

て、設置と観測体制確立を進める。一方、観測を昨年度開始した対象 2 地区では観

測を継続するとともに、高感度地震計を一定期間設置して微小地震を観測する。 
・可能な限り世代間共有を図るため、地震観測結果報告会を 2 小学校で開催する。 
・また、昨年度の 2 校での観測結果を踏まえて、学校地震観測に関する児童生徒に対

する教育方法・内容について教員対象の講習会・意見交換会を開催する。 
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・対象 2 校以外での設置・観測開始を実現すること、微小地震観測結果を得ること、

教員講習会を開催すること、対象 2 校の観測を継続し地震観測活動の報告を実施す

ることが今年度の成果の目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学工学部 

愛媛大学大学院理工学研究科 

 
（以下、業務協力者） 
愛南町教育委員会学校教育課 
愛南町教育委員会学校教育課 
(株)愛媛建設コンサルタント 
愛南町立久良小学校 
愛南町立緑小学校 
愛南町立城辺中学校 

准教授 

技術職員 

博 士 後期 3

年生 

 

課長補佐 

 

代表取締役 

校長 

校長 

校長 

森 伸一郎 

河野 幸一 

ラトナ  ト
ヤナ 
 
中尾 茂樹 
近平高宜 
神野 邦彦 
若田 正 
二宮 泰介 
宮本 裕司 

 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・昨年度は、対象 2 地区の 2 小学校に加え、中学校 1 校、小学校 1 校にも地震計を設

置して観測を開始した。今年度は、さらに小学校 3 校と中学校 1 校に 4 台が設置さ

れ観測を開始でき、愛南町学校地震観測ネットワークは 8 台となった（図-28）。そ

の結果、8 台体制になってからこのネットワークで 17 個の地震が捉えられ、3 つの

地震では 8 台全てで記録できた。開始から 23 個の地震が記録できた（表-5）。 
・学校地震計で記録できるような有感地震が起こらなかった場合に備えて、高感度地

震計を一定期間設置して微小地震を観測した。結果的に例年より多い地震が観測で

きたので、学校の防災教育には高感度地震計記録の提供は不要となった。 
・各校 1 回実施する予定であった地震観測結果報告会について、緑小学校は 10 月 5
日の緑地区防災訓練後の防災学習会において地区住民を前に 5･6 年生が「緑小ぼう

さいグリーン隊」として報告した。その内容理解の的確さと報告態度の完成度は高

く評価できるものであり、会場からの盛大な拍手があった。一方、久良小学校では

小学生による観測活動が行われておらず、2 月 8 日の愛南町御荘文化センターでの

文科省プロジェクト成果報告会で事業代表者によって報告されることで、久良地区

住民への地震観測結果報告の目標は達成された。 
・学校地震観測に関する児童生徒に対する教育方法・内容について教員対象の講習会

を 8 月 20 日に実施した。 
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測定項目
計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

計測
震度

震度
階級

最大加

速度

2014/3/14 3.5 4 77.1 3.1 3 75.7 3.0 3 55.6 3.4 3 87.9

2014/3/22 0.9 1 4.4 0.0 0 2.5 0.1 0 2.4 0.5 1 3.2

2014/4/4 1.1 1 5.0 0.5 1 2.4 0.3 0 2.7 0.6 1 4.3

2014/5/17 0.2 0 4.2 － － － 0.7 1 7.4 0.2 0 5.3

2014/8/3 0.2 0 3.0 － － － － － － 0.0 0 2.8

2014/8/14 0.8 1 3.4 0.2 0 2.1 0.1 0 2.4 0.3 0 2.7

2014/9/23 － － － － － － － － － － － － － － － 0.3 0 2.4 － － － 0.7 1 3.2

2014/10/3 1.3 1 9.2 0.6 1 4.6 0.4 0 3.5 0.6 1 4.1 1.0 1 4.6 1.8 2 10.3 0.8 1 4.6 0.8 1 3.3

2014/10/16 0.2 0 2.5 － － － 0.0 0 2.7 0.2 0 3.2 0.6 1 3.1 0.7 1 4.1 0.3 0 3.2 1.3 1 6.4

2014/10/24 0.6 1 3.3 － － － 0.3 0 3.9 0.3 0 3.5 0.4 0 3.6 0.6 1 4.2 0.3 0 2.7 － － －

2014/11/1 1.1 1 4.7 0.3 0 2.4 － － － 0.4 0 2.9 1.1 1 4.6 0.8 1 3.9 0.7 1 5.0 1.5 2 5.6

2014/11/10 0.1 0 4.1 － － － － － － 0.4 0 10.2 0.0 0 8.0 0.3 0 12.0 0.3 0 7.6 0.8 1 4.2

2014/11/14 0.5 1 7.9 － － － － － － － － － － － － 0.7 1 8.8 － － － － － －

2014/11/15 1.6 2 11.0 1.0 1 8.7 0.4 0 3.2 0.5 1 3.9 0.8 1 3.0 1.7 2 11.2 0.8 1 5.9 1.1 1 3.8

2014/12/29 － － － － － － － － － － － － － － － 0.0 0 1.7 － － － 0.4 0 2.4

2015/1/2 － － － － － － － － － － － － － － － 0.4 0 2.1 － － － － － －

2015/1/3 0.0 0 8.2 － － － 0.3 0 7.4 0.3 0 8.2 0.5 1 6.0 0.5 1 8.8 0.0 0 5.5 0.5 1 9.1

2015/1/3 － － － － － － － － － － － － － － － 0.6 1 8.5 － － － － － －

2015/2/3 － － － － － － 0.0 0 1.8 － － － 0.6 1 2.2 0.9 1 4.0 － － － 0.8 1 4.9

2015/3/29 － － － － － － － － － － － － － － － 0.5 1 3.1 － － － － － －

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

未設置

愛南町学校設置計測震度計の計測結果

未設置未設置 未設置 未設置

福浦小学校

ID：A1_007 ID：A1_008
地震発
生日

久良小学校

注）"  － " は計測データ無し，2015/03/31 現在

ID：A1_001 ID：A1_002 ID：A1_003 ID：A2_004 ID：A1_005 ID：A2_006

未設置

未設置

未設置

緑小学校 城辺中学校 御荘中学校東海小学校 中浦小学校 家串小学校

 

 

表-5 愛南町学校地震観測ネットワークの地震観測結果（震度と 3 成分最大加速度） 
   （ただし、この表では 8 月 29 日の 3 地震が抜けている） 

図-28 愛南町学校地震観測ネットワーク（2014 年度）（緑小ぼうさいグリーン隊作成） 
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(b) 業務の成果 

・昨年度は、愛媛大学が愛南町に貸与のため配布し、廃校となった西海中学校校舎に

保管している 29 台（これまで 36 台と記述していたが、運搬した地震計の数で、7
台は愛南町で降ろされていないことが判明）の廃棄自治体震度計を対象に、計画通

り 20 台の震度計の動作確認作業が済んでいた。今年度は、愛南町教育委員会が 4
校分の設置工事費を予算化しており 4 校（次年度防災教育指定校の東海小学校、中

浦小学校、家串小学校、御荘中学校）に地震計を設置した。設置に先立ち、昨年度

の動作確認は電源のみの確認であったため、8 月 19 日に詳細な動作確認や計測系統

の点検を実施した（図-29）。その結果、かろうじて 18 台が工夫して使用できる最大

数であり、確実に使えると判断されたのが 14 台であった。20、21 日に 4 校に設置

し、8 月 21 日 16 時より 8 台体制になった。なお、福浦小では地震計が不調であっ

たため、別の地震計に取り替えた。このネットワークで 16 個の地震が捉えられ、4
つの地震では 8 台全てで記録できた。特に、8 台体制になった一週間後の 8 月 29 日

に日向灘で M6.0 の地震が発生し、全ての点で震度 2～3 の記録が得られた。これに

緑小学校の地震観測グループ「緑小ぼうさいグリーン隊」の小学 5･6 年生は反応し、

8 つの学校のゆれを比較し、ネットワークの長所を見抜き、活用した（図-30）。我

が町内の多点で観測し、比較することの教育上の有効性を確認できた。 
・地震計設置では、昨年度は設置場所を事業代表者・教育委員会・校長が立ち会って

決めた。設置場所は、①地震計と地震記録（点灯・ロール紙）が児童生徒の目に触

 

 

図-29 自治体廃棄震度計の動作確認点検の様子（2014 年 8 月 19 日、元・西海中学校） 

図-30 学校地震観測ネットワークの有効性（作成：緑小ぼうさいグリーン隊） 



 
 

34

れやすい、②安全上問題がない、③電源延長ケーブルが敷設しやすい、という観点

から決めた。今年度は、②③を重視し、結果的に①の児童生徒の目線に立ったロー

ル紙地震記録の視認性は十分に考慮されなかった。図-30 に地震計設置状況を示す

が、御荘中学校、中浦小学校では設置位置が成人男性の身長よりも高い位置である。

家串小学校では、地震記録を使い教育に活用してきた福浦小学校と同じく、地震計

の排出された記録ロール紙が小学生の目線の高さであり望ましい位置となっている。 

 

図-31 各学校の校舎外観と地震計設置状況 

(a) 御荘中学校の校舎外観と地震計設置（廊下中央階段踊り場の壁、2014 年 8 月 20 日） 

(b) 中浦小学校の校舎外観と地震計設置（廊下東端部の北側壁、2014 年 8 月 21 日） 

(c) 家串小学校の校舎外観と地震計設置（校舎正面入口踊り場の壁、2014 年 8 月 21 日） 

(d) 福浦小学校の校舎外観と地震計位置（校舎入口の下駄箱横の壁、2014 年 8 月 20 日） 
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・学校地震計で記録できるような有感地震が起こらなかった場合に備え、高感度地震

計を一定期間設置して微小地震を観測した（図-32）。結果的には、表-5 に示したよ

うに昨年度が 2 地震だったのに対し、今年度は 21 地震が記録され例年より多い地

震が観測できたので、学校の防災教育には高感度地震計記録の提供は不要となった。 
・学校地震観測を活用した児童生徒に対する防災教育の原理・方法・内容・地震観測

機関からの情報入手法について愛南町小中学校教員対象の講習会（90 分間）を 8 月

20 日に実施した（図-33）。講師は事業代表者の森であり、受講者は校長・教頭・防

災教育担当者の 12 名と教育委員会 1 名である。この成果は、緑小の児童の地震観

測結果報告会のプレゼンテーションで確認でき、見事な指導をされた緑小学校の校

長先生が講習内容を理解された上での独創的な指導が確認されたことが成果である。

また、記録は学校教員と教育委員会の連携で収集・共有の体制が確立されている。 

 

図-32 緑公民館における高感度地震計による地震観測の様子 

図 -33 愛南町小中学校教員対象の学校地震観測を活
用した防災教育講習会（様子と資料） 

各
学
校
地
震
観
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担
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教
育
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学
校
教
育
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学
校
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員 データ受け取り  

気象庁データ収集（Web）  
観測結果マップ作成・学校  
記録ロール紙を愛媛大へ送付  

各
学
校
地
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観
測
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当
児
童
生
徒 

データ連絡  
記 録 ロ ー ル

紙  
観測結果マップ  

図-34 愛南町学校地震観測の観測記録の連絡体制 
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・各校 1 回実施する予定であった地震観測結果報告会について、緑小学校は 10 月 5
日の緑地区防災訓練後の防災学習会において地区住民を前に 5･6 年生が「緑小ぼう

さいグリーン隊」として報告した（図-35）。その内容理解の的確さと報告態度の完

成度は高く評価できるものであり、会場からの盛大な拍手があり賞賛が送られた。

防災教育指定校でもあり、校長先生もまた熱心に指導にあたられた賜物である。一

方、久良小学校では、今年度校長が交代したが、昨年度は地震計があまり作動しな

い（ゆれにくい地盤のため）という理由で、今年度は小学生が少ないとの理由で観

測活動が行われていない旨の報告が校長先生より運営委員会・地域委員会合同会議

の場でなされた。年度当初の計画どおり地区住民への報告だけでも成就させるため、

2 月 8 日文科省プロジェクト成果報告会で事業代表者が報告した。 
 

(c) 結論ならびに今後の課題 
・これまで述べてきたように平成２６年度業務目的は、すべて達成できた。次年度は、

先行している緑小を手本に、久良小学校のほか、設置が完了して地震記録も蓄積さ

れた小学校 6 校・中学校 2 校で地震観測活動を開始してもらうよう働きかけたい。 

 
(d) 引用文献 

なし 

 

図-35 緑地区防災勉強会での緑小ぼうさいグリーン隊の報告の一部 
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３．６ 集落単位での自主減災ワークショップ（F） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・A～E で実施した項目の成果を活用して、防災意識調査などによる自己のリスクセ

ンス、災害体験談による災害特性の主観的認識、及び自分の集落でのハザードマッ

プやゆれやすさマップ（前年度作成）などの客観的認識をともに持ってもらうよう

な自主減災ワークショップ（1 回）を集落ごとに開催し、自発的減災の意識を醸成

することの可能性を検討するのが目的である。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・今年度は、昨年度の経験を踏まえ、A～E で実施した項目の途中成果のうち、特に A
の成果を活用して自主減災ワークショップを実施する。なお、ワークショップの目

的を住民に理解してもらうため、住民講習会を事前に実施する。住民講習会とワー

クショップを対象 2 集落で開催することが今年度の成果の目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

（以下、業務協力者） 

愛南町教育委員会生涯学習課 

愛南町防災対策課 
愛南町防災対策課 
愛媛県教育委員会保健体育課教育

指導 G 
愛南町教育委員会久良公民館 
愛南町教育委員会久良公民館 
久良自主防災会 
 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
久良自主防災会 
愛南町立久良小学校 
愛南町立久良小学校 
愛南町教育委員会緑公民館 
愛南町教育委員会緑公民館 
緑自主防災会 

准教授 

准教授 

 

課長補佐 

課長 

課長補佐 

係長 

 

館長 

主事 

久良代表地

区長 

副会長 

副会長 

副会長 

副会長 

校長 

ＰＴＡ会長 

館長 

主事 

緑代表地区

森 伸一郎 

羽鳥 剛史 

 

猪野 博基

吉村 隆典

中道 泰生 
友澤 義弘 
 
本多 祐三 
宮崎 茂 
浦川 憲恵 
 
幸田 正也 
土居 矢次 
中川 正三 
本多 計清 
若田 正 
中道 泰生 
飛田 徹 
飯田 英功 
木村 俊介 



 
 

38

 
愛南町立緑小学校 
愛南町立緑小学校 
愛南町立緑保育所 

 
愛南町教育委員会城辺公民館 
愛南町立城辺中学校 

長 

校長 

ＰＴＡ会長 

グリーンク

ラブ会長 

館長 

校長 

 
二宮 泰介 
大下 正徳 
西口 直子 
 
藤井 求 
宮本 裕司 

 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・ワークショップの目的を住民に理解してもらうためにワークショップに先立ち実施

する住民講習会を 2 地区で企画、緑地区で開催したが、久良地区は台風警戒のため

中止となり、地域行事と重なり実施されなかった。 
・目標通り、久良地区は 2014 年 12 月 21 日（日）に、緑地区は 2015 年 1 月 25 日（日）

に（当初は 11 月 30 日（日））、「あいなん自主減災ワークショップ」を実施した。 
 

(b) 業務の成果 

・ワークショップの目的を住民に理解してもらうためにワークショップに先立ち実施

する住民講習会を緑地区は 10 月 5 日（日）に地区の避難訓練と防災学習会として、

久良地区は 10 月 12 日（日）に第 2 回防災委員会と避難訓練と合わせて企画された

が、久良地区は台風警戒のため中止となり、地域行事と重なり実施されなかった。 
・久良地区は 2014 年 12 月 21 日（日）に、緑地区は 2015 年 1 月 25 日（日）に（当

初は 11 月 30 日（日））、「あいなん自主減災ワークショップ」を実施した（図-36 お

よび図-37）。参加者は、地震防災意識調査等の被験者に選出された者の中で当日都

合がつく者と地域委員会委員約 10 名を加えた参加者は、久良 24 名、緑 35 名であ

った。ワークショップの内容は以下の通りである。 
(１) ｢地域防災対策支援研究プロジェクト｣の紹介 
(２) 防災意識調査、リスクセンス調査の結果報告 
(３) 「あいなん減災カルテ」について 
(４) 「あいなん減災カルテ」活用ワークショップ 
(５) 講評 
・昨年度成果と地震防災意識調査とリスクセンス調査の結果をまとめた資料、個人別

の結果を記入した減災カルテを参加者に配布した。ワークショップとしては、「減災

カルテをどのように活用するか」をテーマに、事前の説明の後、小地区ごとの班に

分かれ、予め承諾を得た人（代表者）の減災カルテの拡大印刷板をテーブルの上に

置き、代表者のバロメータの点数の根拠を調べたりすることで、代表者に対してア

ドバイスを提案するものである。表-6 に緑地区ワークショップで記入された付箋に

書かれた内容の一覧を示す。各班で話し合われた際に出た意見であるが、減災カル

テの意味や読み取ってほしいことに気付いているもの、減災カルテへの要求事項、

疑問、減災カルテから気付いた対策行動、好ましくない意識などが書かれていた。 
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・減災カルテは、各個人の地震防災意識調査とリスクセンス調査に基づいて減災バロ

メータで得点化し、視覚化することを意図したもので、住民からは高い関心と興味

が示され、疑問や改善要求の声が寄せられた。ワークショップの際に、①減災カル

テに期待すること、②減災カルテで気付いたこと、③改善するための提案、④減災

カルテの感想、⑤ワークショップの感想を問うアンケート用紙も配布した。表-7 に

久良地区ワークショップで記入された減災カルテアンケート記入内容の一覧を示す。 
 

(c) 結論ならびに今後の課題 
・平成２６年度業務目的は、すべて達成できた。次年度は、減災カルテの実施と活用

についても導入を検討したい。 
 

(d) 引用文献 
なし 

 

図-37 緑地区でのあいなん自主減災ワークショップの様子 

図-36 久良地区でのあいなん自主減災ワークショップの様子 
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グループ1
　K村　S一

グループ2
　N口　N子

グループ3
　K子　T一

グループ4
　H田　K子

グループ5
　S本　R子

グループ6
　M原　T司

政治リスクが高い!!自
分との点差が大きい

地域対策行動につい
ての行動ができてい
る。認知バイアス耐
性がやや低い。

専門用語やカタカナ
が多くて、理解しづら
い

現実的な備え（保
険、転倒防止、落下
防止等）が行われて
いてない。

地震対策態度と行動
は同じくらいになると
思うが、態度だけ低
いのは？

作業手順が今一わ
かりずらかった。ワー
クショップの手順書を
作って最初に説明し
てほしい。

リスクセンスに対して
意識は高いほうだと
思う

自分では危機意識が
乏しいが最悪のケー
スを考えるといい

回収時に政治リスク
と防災とどう関係があ
るのか。別にやある
ことがあるのでは？

緑地区の人は防災
意識が少い

最高は比較的丸に近
い最低はバラつきが
ある。

30～50年後なのでき
き意識がわかない

地震の揺れに対する
危機意識はある。

平均より④が高く、⑪
が低いということは、
地震が発生した時の
かまえはできている
がたぶん、実際には
起こらないと思ってい
る。

山の近く　土砂くずれ
→半壊

地震のときにどのよう
に行動してどこに行く
か家族や身近な人と
話し合ってみたい。

④行動　他より低い
該当者は更にひくい
理由？

地区ごとの望ましい
レベルをレーダー
チャートにいれておい
てほしい。

自分から進んで知識
を取り組んでいく。

自分の住んでいる場
所の地盤がわからな
い

知識や危機感は高く
なったが実行が伴っ
ていない。（特に、危
機感、自然災害リス
ク）

H田K子さんについて
は科学リスクが低く、
科学技術の利便性
やそれがもたらす危
険に対する意識の低
さがみえる

④対策行動の最高、
最低の差が一番大き
い

家具の転倒防止をし
ていない。就寝時は
家具がない部屋で寝
ている。

タンスなどの落下防
止などの対策をもう
少し考える

認知バイアス…危機
感があまりない　対
策態度…自分では対
策ができていると
思っていたが、平均
より低い。

半壊～
緑地区全体として地
震対策行動が極めて
低い!!

①問いを少なくできる
のではないか

家が新しいと転倒防
止対策で傷つけると
うでちゅうちょしてい
る・

津波に対しての認識
の確認

③チャートでは得点
が低いが対策はとれ
ている。（低い程良
い？）家具の転倒防
止を十分にするともっ
と訓練にも積極的に
参加

保険　2000万→金小
額でも　→500万でも

地区内においても意
識とは裏ハラに行動
面での差があること

個々とくらべるとさら
に見えてくるので
は？

緑地区全体的に見て
木造土壁造りの建物
が多く耐震構造的に
弱い

認知バイアス耐性に
ついての意識（N口）
地震対策行動に対す
る意識が低い。ひだ

地震保険入っている
しかもMAX→職業

地震対策行動　転倒
防止、高いところの
落下防止などの対策
できるところから始め
たい。

平均にほぼ近い

まだまだ南かい地し
んの大きさ、被害の
程度の広報活動が
不足している。

平均のあまり違いが
事前の準備（地震対
策行動）が高いこと
がすごい!!

災害リスクがたかい
とわかっていても実
際には保険に加入し
たり、家の転倒防止
など対策をしていな
い。ということが自分
自身を含め全体的に
低いと思った。

⑪認知バイアス耐性
が一般リスクセンス
では最も低い　気に
なるところ

用語をわかりやすく
→この説明もとの中
に
④行動のなにがひく
いのかなあ？
①～④減災バロメー
タは一般リスクより低
い
理想は100なのかな
あ？
保険未加入の場合
低い値になる　緑は
保険未加入多い？

平成26年度　緑地区あいなん自主減災ワークショップ　各班の付箋に書かれた内容

減災カルテの意味、読み取ってほしいことに気付いている
減災カルテへの要求事項、疑問
減災カルテから気付いた対策行動
好ましくない意識  

表-6 緑地区ワークショップで記入された付箋に書かれた内容の一覧 
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平成26年度　久良地区　「あいなん自主減災ワークショップ」アンケート結果

①レーダーチャートで気付いたこと
1月と9月が有るので利用してもらいたい
地震防災意識調査における得点が低く意識が低い。今回（2014年9月）のレーダーチャート
がほしい。※自分の意識の変化の比較ができない。
地震防災
もうすこしわかりやすく

②地震防災意識調査の4つのバロメーターで気付いたこと
自宅が高台なので津波のリスク意識は低くなると思う。
防災意識が低く、特に対策態度が低いことに気付いた。
地震対策リスク、態度が平均値あるのに対して、行動が低く現状がともなっていないのが現
実である。

③改善するための提案
家具転倒防止などすぐできることは実行する。
愛大から提案が欲しい。
自宅地震津波対策予定が低い。←地震対策行動　→自宅での対策が必要。

④減災カルテの感想
グラフにすることで見やすくなっている。
もっと分かりやすくシンプルに。コメントがありきたりだと思う。　（きめ細やかに）

⑤ワークショップの感想
積極的に参加できたと思う。
もっと盛り上がるような内容、工夫がほしかった。
データを出すものではなく、災害についてどうすべきかどう向き合うかを具体的に話し合うほ
うが良いと感じました。

減災カルテに期待すること
①アンケートの項目が多すぎないかな？②参加しやすい人を選ぶ必要を感じた。
防災の意識が変わる事に（良い方向に）行く事。
わかりやすく
　（評価）総合所見と、改善策としてどうしたらよいのかの指導をしてほしい。
わかりやすく説明してほしい。よくわからないので…
かるての調査だけで終わらずこのデーターを利用して次回にでも災害などについてなど改め
て知識を教えて欲しいと思います。

自分の意識ができたらいい
地震防災意識がない。よく話を聞いて意識を高めたいと思う。

凡例
減災カルテの意味、読み取ってほしいことに気付いている
減災カルテへの要求事項、疑問
減災カルテから気付いた対策行動
好ましくない意識  

表-7 久良地区ワークショップで記入された減災カルテアンケート記入内容の一覧 
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３．７ 自主減災活動パッケージのプロトタイプ開発（G） 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

・3 箇年の業務実施項目 A～F をとりまとめ、自主減災活動パッケージのプロトタイ

プを開発する。その方向性を事業代表者が提示し、運営委員会で議論して開発する。 
 

(b) 平成２６年度業務目的 

・3 箇年の業務実施項目 A～F をとりまとめ、自主減災活動パッケージのプロトタイ

プを開発する。特に、A、C、F を総合化するとともに住民各自と防災行政・専門家

の両者が共有し、リスクセンスにかかわる自己の客観的認知と集落内分布での位置

を自認するための道具として「減災カルテ」のプロトタイプを開発し、試行的に使

用する。これは、初年度、地域委員会で事業代表者が質疑の中で一つのアイデアと

してその方向性を事業代表者が例示したが、地域委員から圧倒的な興味が示され、

活動意欲を増進する可能性が大きい。 
・「減災カルテ」のプロトタイプを開発し、使用することが、今年度の成果目標である。 
 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学大学院理工学研究科 

 

 

（以下、業務協力者） 

愛南町教育委員会学校教育課 

愛南町教育委員会生涯学習課 

愛南町防災対策課 

愛南町教育委員会久良公民館 

愛南町教育委員会緑公民館 

 

准教授 

准教授 

博士前期 1 年

生 

 

 

課長補佐 

課長補佐 

課長補佐 

主事 

主事  

 

森 伸一郎 

羽鳥 剛史 

曽我部 蓮 

 

 

 

中尾 茂樹 

猪野 博基 

中道 泰生 

宮崎 茂 

飯田 英功 

 
 
(2) 平成２６年度の成果 

(a) 業務の要約 

・地震防災意識調査の 40 問から 31 問を採用し、リスクセンス調査から 80 問を採用

し（業務実施項目 A の成果）、それぞれ 4 項目と 7 項目にまとめた 11 の指標を災害

や防災・減災に対する意識やリスクセンスがどの程度高いか低いかを示す「減災バ

ロメータ」として尺度化し、その点数を放射状のグラフ（レーダーチャート）にし

て表した。 
・「減災バロメータ」のレーダーチャートと地震防災意識調査の 2 年分の回答履歴を
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以て「あいなん減災カルテ」として文書化し、あいなん自主減災ワークショップで

個人宛に封筒に入れて返却した（業務実施項目 F） 
・その結果、減災カルテは、各個人の地震防災意識調査とリスクセンス調査に基づい

て減災バロメータで得点化し、視覚化することを意図したもので、住民からは高い

関心と興味が示され、疑問や改善要求の声が寄せられた。 
 

 

図-38 あいなん減災カルテの初版プロトタイプ（「減災バロメー
タ」、「あなたの災害意識 自己点検票」の部分） 

図-39 あいなん減災カルテの初版プロトタイプ（「家族情報」、「行
動プラン票」の部分） 
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(b) 業務の成果 

・昨年度、地震防災意識調査とリスクセンス調査に興味が集中したので、これを態度

変容の鍵とすべく、健康診断の結果報告のような、災害心理やリスクセンスに関し

て自己判断ができ、それに対する処方の方向性を付与することで、自主的に減災意

識を醸成し、態度の変容に自然とつながることを期待するための道具として、「減災

カルテ」を素案として提案した。それをパッケージの一つの核とすることが有望で

あるとの合意が生まれ、そのあり方について共通認識を持つことができた。 
・そこで、「減災バロメータ」、「あなたの災害意識 自己点検票」、「家族情報」、「減災

となり組情報」、「行動プラン票」「災害時の持ち物チェックリスト」からなるあいな

ん減災カルテのプロトタイプを 2014年 5月 20日に企画会と地域委員会で議論した。

「家族情報」、「災害時の持ち物チェックリスト」などはこれまでも様々な形で取り

入れられ済んでいるとして、あくまで「減災バロメータ」、「あなたの災害意識 自己

点検票」を前面に出すこと、4 つだけ出すのではなく、全ての質問項目を図として

出すことなどの強い意見が出て来た。 
・事業実施項目（A）のところで述べたように、地震防災意識調査とリスクセンス調

査に基づいて 11 のバロメータを 1 つのレーダーチャートで表すこととした。また、

集落の中での回答者の位置は、最高点、最低点をレーダーチャートで合わせ示すと

ともに、平均値±標準偏差以内ならやや高い/低い、以上であれば、かなり高い/低い

と文章で表示することでも位置感覚が得られるようにした（図-40 左）。また、地震

 

図-40 あいなん減災カルテの２版プロトタイプ（（「減災レーダーチャ
ート」、「地震防災意識調査の結果」の部分）」の部分） 
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防災意識の素点の変化は数字で確認できるようにした（図-40 右）。これら 40 の各

項目についても集落内分布がわかるようにヒストグラムを提供した。 
・これらの「あいなん減災カルテ」に対する住民、地域委員会の評価は、リスクセン

スや対策行動などが得点化されて自分のことを客観的に見られるし、個人の関心・

興味を強く引くものであるが、一方で、ことばが難しい、関連がわかりにくい、な

ど改善すべき点があるというものであった。 
 
(c) 結論ならびに今後の課題 

・平成２６年度の業務目的は達成された。次年度の進め方については、2 月 8 日の運

営委員会・地域委員会、さらにその後の 3 月 2 日の企画会で議論して決めた。今年

度実施したものを次年度も続けて実施してリスクセンスの変化を計量することを果

たすとともに、次年度（最終年度）終了後に全町展開も可能なように、リスクセン

スの尺度を確定するために徹底した態度と体制でリスクセンス調査票の大幅改訂を

図ることとしたいとの愛南町地域委員会の意欲に可能な限り応えたい。 
 

(d) 引用文献 

なし 

 

図-41 地震防災意識調査の結果のヒストグラム（集落単位） 



 
 

46

 
３．８ その他 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

業務の効果的運営、達成度・実効性向上のため、運営委員会を組織・運営する。ま

た、事業中はもちろん事業終了後でも自主減災活動が継続できるように地域委員会を

発足させる。事業の意図や展開の方向を理解してもらうために住民に事業を周知する。

また、課題①に随時反映させるとともに全国に対して事業の広報等を行う課題①の受

託者に情報を提供する。最後に、文部科学省が開催する成果報告会で報告する。 

 

(b) 平成２６年度業務目的 

その他、課題②を行うにあたり、以下の事項を併せて実施する。 

・事業の成果及び事業内容は、研究成果の活用事例として、課題①において構築する

データベースに随時反映させるとともに、全国に対して事業の広報等を行う課題①

の受託者に情報を提供する。 

・事業協力者及び関連する防災教育・防災対策担当者、愛南町民、焦点を当てる集落

の住民を対象に、当該事業内容に関する地元講習会を各 1 回（計 2 回）、地域成果報

告会を 1 回開催したり、また、愛南町主催の防災フォーラムで紹介したりするなど、

当該事業の成果や進捗について広く紹介する。 

・初年度に設置した地域委員会は、今年度は計画的に開催し、事業の確実な推進を図

る。また、地域側の運営は、本事業終了後に住民自身ができるように、今年度より、

地域委員会下部の WG を公民館指導で活動を開始することを目指す。 

・文部科学省が開催する成果報告会において成果を報告する。 

 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

愛媛大学防災情報研究センター 

 
（以下、業務協力者） 
愛南町教育委員会学校教育課 
愛南町教育委員会学校教育課 
愛南町教育委員会生涯学習課 
愛南町教育委員会生涯学習課 
愛南町防災対策課 
愛南町防災対策課 
愛南町立福浦小学校 

准教授 

センター長・教授 

准教授 

 

 

課長 

課長補佐 

課長 

課長補佐 

課長 

課長補佐 

校長 

森 伸一郎 

矢田部 龍一 

二神 透 

 

 

濱田 庄司 

中尾 茂樹 
森口 勉 
猪野 博基 
吉村 隆典 
中道 泰生 
木原 要子 

 



 
 

47

愛媛県教育委員会保健体育課 
愛媛県教育委員会保健体育課 
愛媛県教育委員会生涯学習課 
愛媛県危機管理課 
愛媛県危機管理課 
国土交通省四国地方整備局大洲

河川国道事務所 
(株)芙蓉コンサルタント 
(株)愛媛建設コンサルタント 
兵庫県立大学防災教育センター 

松山大学人文学部社会学科 
愛南町教育委員会久良公民館 
愛南町教育委員会緑公民館 
愛南町教育委員会城辺公民館 
愛南町立城辺中学校 

課長 

係長 

係長 

課長 

主幹 

副所長 

 

技術本部長 

代表取締役 

センター長 

准教授 

主事 

主事 

館長 

校長 

近藤 正典 

友澤 義弘 
佐藤 郁子 
中久保  憲彦

岩倉 亨 

加藤 邦寛 

 

須賀 幸一 

神野 邦彦 

室崎 益輝 

森岡 千穂 
宮崎 茂 
飯田 英功 
藤井 求 

宮本 裕司 
 

 

(2) 業務の成果 

(a) 業務の要約 

・事業協力者及び関連する防災教育・防災対策担当者、愛南町民、焦点を当てる集落

の住民を対象に、当該事業内容に関する地元講習会を 1 回（緑地区防災学習会、10

月 5 日）、地域成果報告会（御荘文化センター、2 月 8 日）を開催した。 

・当該事業の成果や進捗について広く紹介するため、第 2 回アジア都市防災会議 ACUDR

（2014 年 11 月 20 日、台湾）、土木学会四国支部主催・平成 26 年自然災害フォー

ラム（2014 年 12 月 22 日、高松）、第 1 回地区防災計画学会大会（2015 年 3 月 14

日、仙台）で成果を発表した。 

・外部大学有識者 2 名と防災マップコンクールで全国二千余の小学校より文部科学大

臣賞を受賞したなど防災教育の実績を有する愛南町立福浦小学校長 1 名を委員に加

えた運営委員会を組織し、会議を 1 回開催した（2015 年 2 月 8 日（日））。 

・事業の成果及び事業内容は、研究成果の活用事例として、全国に対して事業の広報

等を行う課題①の受託者に情報を提供するとともに、その運営委員会に 2 回出席し

た。また、文部科学省担当者と①受託者担当者には当プロジェクト成果報告会（2

月 8 日）に臨席賜り、情報を提供した。 

・愛媛新聞と朝日新聞で減災カルテを用いた緑地区のワークショップが 1 月 29 日の記

事として取り上げられた。また、3 月 9 日に NHK で、3 月 10 日にあいテレビで、ニ

ュースとして減災カルテが取り上げられ、当該事業の成果や進捗について広く紹介

した。 

 

(b) 業務の成果 

・事業協力者及び関連する防災教育・防災対策担当者、愛南町民、焦点を当てる集落
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の住民を対象に、当該事業内容に関する地元講習会を 1 回（緑地区防災学習会、10

月 5 日）、地域成果報告会（御荘文化センター、2 月 8 日）を開催した。 

・当該事業の成果や進捗について広く紹介するため、第 2 回アジア都市防災会議 ACUDR

（2014 年 11 月 20 日、台湾）、土木学会四国支部主催・平成 26 年自然災害フォー

ラム（2014 年 12 月 22 日、高松）、第 1 回地区防災計画学会大会（2015 年 3 月 14

日、仙台）で成果を発表した。 

 
(c) 結論ならびに今後の課題 

  ・次年度は、企画会を中心として地域委員会を推進していきたい。愛媛大学がしてい

る事業という捉え方が強く、このプロジェクトが終えれば、自分たちで使っていく

ものをともに開発しているという当事者意識の低い委員も多く、意識改革を促すよ

うにしたい。また、計画的に学会発表を行っていきたい。 
 

(d) 引用文献 

 愛媛新聞 
 朝日新聞 
 NHK 
 あいテレビ 
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４．活動報告 

４．１ 会議録 

 
(1) 第 1 回地域委員会（平成 26 年 5 月 20 日，愛南町） 

出席者：業務主任者、地域委員 20 名 
議事：・平成 25 年度成果報告振り返り 

・地震防災アンケートとリスクセンス調査アンケートの実施時期について。 
・減災講習会、減災ワークショップの日程について。 

 
(2) 第 2 回地域委員会（平成 26 年 6 月 17 日，愛南町） 

出席者：業務主任者、地域委員 20 名 
議事：減災講習会の内容、リスクセンス調査の内容について 
 

(3) 第 1 回企画会（平成 26 年 6 月 17 日，愛南町） 
出席者：企画会メンバー（中道、中尾、猪野、飯田、宮崎、森） 
議題：リスクセンス調査の内容について 

 
(4) 第 2 回企画会（平成 26 年 8 月 20 日，愛南町） 

出席者：企画会メンバー（中道、中尾、猪野、飯田、宮崎、森） 
議題：リスクセンス調査の内容について 

 
(5) 第 3 回企画会（平成 26 年 10 月 5 日，愛南町） 

出席者：企画会メンバー（中道、中尾、猪野、飯田、宮崎、森） 
議題：あいなん減災ワークショップについて 
 

(6) 第 3 回地域委員会（平成 26 年 12 月 9 日，愛南町） 
出席者：業務主任者、地域委員 20 名 
議事：あいなん減災ワークショップについて 

 
(7) 第 4 回企画会（平成 26 年 12 月 21 日，愛南町） 

出席者：企画会メンバー（中道、中尾、猪野、飯田、宮崎、森）および地域委員 4 名  
議題：久良 WS の振り返り、緑 WS に向けた改善、成果報告会について 

 
(8) 第 5 回企画会（平成 27 年 1 月 25 日，愛南町） 

出席者：業務主任者、業務分担者 2 名、地域委員幹部 5 名 
議題：緑 WS の振り返り、成果報告会、次年度計画について 

 
(9) 第 2 回運営委員会・第 4 回地域委員会合同委員会（平成 27 年 2 月 8 日，愛南町） 

出席者：業務主任者、業務分担者 2 名、地域委員幹部 5 名 
議題：今年度成果報告、今年度中にまとめるべき残された課題確認、次年度計画 
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(8) 第 6 回企画会（平成 27 年 2 月 20 日，愛南町） 
出席者：企画会メンバー（中道、中尾、猪野、飯田、宮崎、森 
議題：次年度計画、リスクセンス調査の大改訂計画 
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４．２ 対外発表 

 

(1) 学会等発表実績 

地域報告会等による発表 
発表成果（発表題

目） 
発表者氏

名 
発表場所 

（会場等名） 
発表時期 国際・

国内の

別 
文部科学省 /地域

防災対策支援研究

プロジェクト「科

学的・社会的好奇

心を刺激する自発

的 減 災 活 動 の 推

進」の今年度成果

報告 

森 伸一郎 文部科学省プ

ロジェクト平

成 26年度今年

度成果報告会 
（御荘文化セ

ンター） 

2015年2月8日 国内 

     
 
マスコミ等における報道・掲載 
報道・掲載された成果

（記事タイトル） 
対応者氏名 報道・掲載機関 

（新聞名・ＴＶ名） 
発表時期 国際・国

内の別 
防災意識を自己判断 
減災カルテで改善策討

議 

森 伸一郎 愛媛新聞 2015 年 1 月

27日（火）  
国内 

南海トラフ「減災カル

テ」づくり 愛南町の住

民ら 

森 伸一郎 朝日新聞 2015 年 1 月

27日（火）  
国内 

防災対策へ「カルテ」作

成 
森 伸一郎 NHK松山 2015年 3月 9

日 
国内 

減災カルテの紹介 
（ 3.11から 4年･･･“備

え”の変化は？） 

森 伸一郎 あいテレビ 2015 年 3 月

10日  
国内 

～東日本大震災から4年～  

「ラジオから考えよう、その

時のために」  

森 伸一郎 南海放送・FM愛媛

・FMラヂオバリバ

リ・FMがいや 

2015 年 3 月

11日  
 

以下関連（地震意識調査）      
 
学会等における口頭・ポスター発表 
発表成果（発表題目、口

頭・ポスター発表の別） 
発表者氏名 発表場所 

（学会等名） 
発表時期 国際・国

内の別 
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Learning Program for 
Disaster Resilient 
Community 
Development on the 
Basis of Social and 
Scientific Curiosities of 
Community Members 

森伸一郎 第2回アジア都市防

災会議ACUDR（台

湾） 

2014 年 11 月

20日  
国際 

科学的・社会的好奇心を

刺激する自発的減災活

動の推進 

森伸一郎 土木学会四国支部

主催・平成 26 年自

然災害フォーラム

（高松） 

2014 年 12 月

22日  
国内 

科学的・社会的好奇心を

刺激する自発的減災活

動の推進 

森伸一郎 第1回地区防災計画

学会大会（仙台） 
2015 年 3 月

14日  
国内 

 
学会誌・雑誌等における論文掲載 
掲載論文（論文題目） 発表者氏名 発表場所 

（雑誌等名） 
発表時期 国際・国

内の別 
なし     

 
(2) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

(a) 特許出願 

なし 

 
(b) ソフトウエア開発 

なし 
 

(c) 仕様・標準等の策定 

減災バロメータ、減災レーダーチャート、「あいなん減災カルテ」を策定した。 
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南海トラフ「減災カルテ」づくり 愛南町の住民ら  

朝日新聞（愛媛）2015 年 1 月 27 日 03 時 00 分  

防災意識を自己判断  

減災カルテで改善策討議  

愛媛新聞 2015 年 1 月 27 日  

防災対策へ「カルテ」作成  

NHK 松山 2015 年 3 月 9 日 08 時 09 分  
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５．むすび 

 
平成 26 年度の活動概要及び成果：昨年度に続き海岸部と内陸部の 2 地区に集中し

て活動を実施した。各業務項目の概要は以下の通りである。 
(1) 2 地区で防災意識調査、リスクセンス調査を実施し、リスクセンスの変化を測定

した。 
(2) 地域災害体験談ウェブを完成させ、愛南町災害体験談集掲載の全 38 話を登載した。 
(3) 各種ハザードマップの内、地震被害想定結果を統合ウェブに登載した。 
(4) 2 地区の集落ゆれやすさマップを作成しウェブに登載し、その他 100 地点の微動観

測を実施した。  
(5) 6 小学校と 2 中学校で地震観測を開始し合計 23 の有感地震を観測し、内 5 地震で

は 8 点全点で観測できた。その結果を活用して小学生が地震観測報告を行った。 
(6) 2 地区で自主減災ワークショップを実施した。 
(7) 自主減災活動パッケージの要素として、リスクセンスによる減災バロメータをレー

ダーチャートとして表した「あいなん減災カルテ」を作成し、ワークショップに活

用した。 
 

感想及び今後の課題と対策について：2 地区を重点対象地区として着手して、以下の課

題が判明し、その対策を考察した。 
 


